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日本が政治、安全保障及び経済上の国益を確
保し、自由、民主主義、人権、法の支配といっ
た基本的価値に基づいた、日本にとって望まし
い国際秩序を維持・発展させていくためには、
国際情勢の変化を冷静に把握し、その変化に対
応しながら、戦略的に外交を展開していく必要
がある。

以下、日本を取り巻く国際情勢認識や2017
年に展開された日本外交について概観を記述す
る。

	1	 情勢認識

緊迫する北朝鮮問題を始めとして、日本を取
り巻く安全保障環境は極めて厳しい状況にあ
る。また、グローバル化の進展への反動が広が
り、これまで自由貿易の恩恵を受けていた国々
の中でも保護主義が台頭しつつあり、欧州でも
内向き志向が顕著になっている。さらに、力を
背景とした一方的な現状変更の試みやテロ及び
暴力的過激主義の拡大により、日本を含む世界
の安定と繁栄を支えていた自由、民主主義、人
権、法の支配といった基本的価値に基づく国際
秩序が挑戦を受けている。

（1）中長期的な国際情勢の変化
ア	パワーバランスの変化

21世紀に入り、中国やインドを始めとする
いわゆる新興国の台頭や世界経済の重心の大西

洋から太平洋へのシフトが指摘されてきた。新
興国の台頭は、世界経済の推進力となってきた
一方、パワーバランスの変化をもたらしてい
る。

また、国際テロ組織を含めた非国家主体によ
る国際社会への影響力が高まっている。同時
に、国家主体自身が、武力攻撃と明確には認定
し難い形で軍事手段を用いる事例や、情報操作
等を通じた外国からの民主主義への介入などの
事例も指摘されている。

イ	脅威の多様化と複雑化
特にアジア地域では安全保障に関する協力の

枠組みの制度化が不十分であることを背景とし
て、領域主権や権益をめぐって、純然たる有事
でも平時でもないグレーゾーン事態の増加が懸
念されており、安全保障環境が複雑化してい
る。

北朝鮮によるこれまでにない頻度のミサイル
発射や核実験の実施などにも見られるとおり、
大量破壊兵器や弾道ミサイル等の移転・拡散・
性能向上に関する問題は、テロ組織等による大
量破壊兵器の取得・使用の可能性を含め、日本
を含む国際社会全体にとって大きな脅威となっ
ている。

テロについては、近年いわゆるソフト・ター
ゲットを狙った大規模なテロ事件が深刻化して
いる。ソーシャル・ネットワーキング・サービ
ス（SNS）を含むコミュニケーション・ツー
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ルの進歩は、テロの根本原因の一つである暴力
的過激主義の拡散とテロ組織の活動範囲の拡大
にも利用されている。

近年の科学技術の進歩により、サイバー空間
や宇宙空間といった新たな領域における活動が
活発化しているが、これは大きな機会とともに
新たなリスクや脅威も生み出しており、適用さ
れるべき規範の確立も発展途上にある。

さらに、兵器の無人化・自律化技術やサイ
バー技術の革新については、従来の安全保障の
在り方を変えていく可能性が指摘されている。

ウ	世界経済の動向（保護主義・内向き傾向の
顕在化）
世界経済は、グローバル化やデジタル技術を

始めとするイノベーションの進展と共に、世界
的なサプライチェーンと金融システムの発達に
より、相互依存がこれまで以上に強まってい
る。これらは更なる成長の機会を生み出す一
方、一地域の経済ショックや商品相場の変動等
の要素が同時に他の地域又は世界経済全体に対
して影響を及ぼしやすくしている。また、国境
を越えた経済活動を更に円滑なものとするた
め、ルールに基づいた経済秩序の維持・構築の
必要性が一層高まっている。2017年の世界経
済は、短期的には回復基調にあるが、中長期的
には引き続き金融の脆

ぜい
弱

じゃく
性
せい

、地政学的緊張、
政治的不確実性等による下方リスクが存在して
いる。

一方、グローバル化に逆行する動きとして、
欧米の主要国内で高まった保護主義や内向きの
傾向があり、この動きは引き続き顕著である。
その背景は、国内所得格差の拡大、雇用喪失、
輸入品の増加、移民の増加、地球環境問題など
一様ではないと考えられる。欧州では、移民・
難民流入数が減少する一方、南北の経済格差は
改善が見られていない。米国では、トランプ大
統領が、選挙公約であった「米国第一主義」を
改めて強調し、米国製品購入や米国民の雇用促
進を進めるなど、保護主義傾向が強まった。

1	 世界銀行（WB）ホームページ
2	 国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）ホームページ

エ	地球規模の課題の深刻化
近年世界全体におけるいわゆる貧困層の割合

は減少傾向にあるものの、依然として1日1.9米
ドル未満で生活する貧困層は世界人口の1割程
度いるとのデータもある1。貧困は、個々の人間の
自由と豊かな可能性を制限し、社会的不公正・
政情不安や暴力的過激主義の根源となっている。

また、紛争や迫害等を原因とした難民・国内
避難民・庇

ひ
護
ご

申請者の数は、新たな危機の頻発
や紛争・迫害の長期化等により近年増加し、戦
後最大の約6,560万人となっている2。難民等の
問題は、深刻な人道問題であるとともに、国際
社会に軋

あつ
轢
れき

をもたらしており、問題の更なる長
期化・深刻化が懸念されている。

さらに、地球温暖化が、自然災害の増加や被
害の拡大など地球環境に深刻な影響をもたらす
ことが懸念されている。グローバル化により国
境を越える人の移動が飛躍的に増加し、感染症
の流行・伝染の脅威も深刻さを増している。今
後、世界人口の増加や工業化・都市化が水・食
料問題や保健問題を深刻化させる可能性も指摘
されている。

これらの問題への対処として、持続可能な開
発目標（SDGs）を着実に実施することが重要
である。SDGsの推進によって、世界全体で
12兆ドルの価値と3億8,000万人の雇用が創
出されると言われており、各国政府のみならず
自治体、ビジネス界、市民社会など各方面で盛
り上がりを見せている。

オ	不安定化の課題を抱える中東情勢／深刻化
するテロ及び暴力的過激主義
中東地域は、地政学上の要衝に位置し、エネ

ルギー資源を日本含め世界に供給する重要な地
域であり、その安定は日本を含む国際社会の平
和と安定にとって不可欠である。一方、中東地
域は、「イラクとレバントのイスラム国（ISIL）」
などの暴力的過激主義、大量の難民の発生と周
辺地域への流入、シリア危機の長期化、イラク
情勢、中東和平問題、イランとサウジアラビア
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との緊張関係、カタールをめぐる情勢、アフガ
ニスタン、イエメン及びリビアの国内情勢な
ど、同地域を不安定化させる様々な課題を抱え
ている。

イラク・シリアにおけるISILの支配領域は
縮小したが、ISILの影響下にあった外国人テ
ロ戦闘員の母国への帰還や第三国への移動によ
り、テロの脅威は世界中に拡散し、アジアでも
その脅威が高まっている。2017年5月、「ISIL
東アジア」を自称する武装グループがフィリピ
ンのマラウィ市の一部を占拠した。掃討作戦は
完了したが、同市を含むミンダナオ島における
情勢には引き続き注視する必要がある。

（2）厳しさを増す東アジアの安全保障環境
ア	これまでにない、重大かつ差し迫った脅威で
ある北朝鮮
日本を取り巻く安全保障環境は、戦後、最も

厳しいといっても過言ではない。2017年、北
朝鮮は6回目の核実験を強行するとともに、日
本上空を通過した2発を含め15発以上の弾道
ミサイルを発射し、その核・ミサイル能力の増
強は、日本及び国際社会の平和と安定に対する
これまでにない、重大かつ差し迫った脅威と
なっている。

イ	中国の透明性を欠いた軍事力の強化と一方
的な現状変更の試み
中国の平和的な発展は、日本としても、国際

社会全体としても歓迎すべきことである。しか
し、中国は国防費を継続的に増大させ、透明性
を欠いたまま軍事力を強化しており、また、東
シナ海、南シナ海などの海空域で、既存の海洋
法秩序と相いれない独自の主張に基づく行動や
力を背景とした一方的な現状変更の試みを続け
ている。

東シナ海では、尖閣諸島周辺海域における中
国公船による領海侵入が続いている中、中国海
軍艦艇・航空機による活発な活動も確認されて
いる。また、中国は、排他的経済水域や大陸棚

3	 戦略国際問題研究所（CSIS）

の境界画定がいまだ行われていない海域で、一
方的な資源開発を継続している。さらに、近
年、東シナ海を始めとする日本周辺海域で、日
本の同意を得ない調査活動や同意内容と異なる
調査活動も多数確認されている。

南シナ海では、中国は係争中の地形上に大規
模かつ急速な拠点構築及びその軍事目的での利
用を行ってきた。2016年から2017年にかけ
て、中国民間航空機の南沙諸島への試験飛行、
西沙諸島ウッディー島への地対空ミサイルの配
備、スカボロー礁上空での爆撃機等のパトロー
ル実施、中国海軍空母による南シナ海航行等の
動きが見られた。米シンクタンクの発表によれ
ば、中国による南シナ海の係争中の地形の軍事
拠点化は着々と進んでおり、2017年に完成さ
せたり、着工したりした恒久的な施設の総面積
は約29万平方メートルに及ぶ。3

また、南シナ海をめぐるフィリピンと中国と
の間の紛争に関して、2016年7月、中国の埋
立て等の活動の違法性を認定した、仲裁裁判所
による最終判断の法的拘束力を否定するなど、
南シナ海における領有権等について中国は独自
の主張を続けている。

	2	 日本外交の展開

世界の安定と繁栄を支えてきた基本的な価値
に基づく国際秩序が様々な挑戦を受ける中で、
日本は、各国との連携を図りながら、従来以上
に大きな責任と役割を果たさなければならな
い。このような認識の下、日本は、北朝鮮の
核・ミサイル開発を始めとして国際情勢が厳し
さを増す中で国益の増進に全力を尽くすととも
に、国際社会の平和と繁栄に貢献し、これまで
の平和国家としての歩みを更に進めていく。

（1）地球儀を俯
ふ

瞰
かん

する外交と「積極的平和主義」
日本にとって望ましい、安定しかつ予見可能

性が高い国際環境を創出していくためには、外
交努力をもって世界各国及び国際社会との信
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▶▶ 安倍総理大臣の外国訪問実績等

首脳往来のある国・地域
安倍総理大臣訪問国・地域
先方首脳訪日国・地域

・外国訪問回数：60
・訪問先数：76か国・地域（延べ135か国・地域）
・訪日首脳数：119か国・地域（含EU）
・飛行距離：1,205,701Km【地球約30.14周】 2018年1月29日現在

⑥2013/6/15-6/20
•ポーランド【10年ぶり】
•英国（北アイルランド）
※Ｇ８首脳
•アイルランド【初】
•英国（ロンドン）【5年ぶり】

⑨2013/9/4-9/9
•ロシア（サンクトペテルブルク）
〈任期中2度目〉※Ｇ20
首脳
•アルゼンチン【54年ぶり】
※IOC総会

⑪2013/10/6-10/10
•インドネシア（バリ島）
〈任期中2度目〉
※APEC首脳
•ブルネイ【12年ぶり】
※ASEAN首脳

⑬2013/11/15-11/16
•カンボジア【13年ぶり】
•ラオス【13年ぶり】

⑭2014/1/9-1/15
•オマーン【24年ぶり】
•コートジボワール【初】
•モザンビーク【初】
•エチオピア【8年ぶり】

⑯2014/1/25-1/27
•インド【2年ぶり】
�2015/12/11-12/13
・インド〈任期中2度目〉
�2017/9/13-9/15
・インド〈任期中3度目〉

⑰2014/2/7-2/9
•ロシア（ソチ）〈任期中3度目〉
※ソチ五輪
�2016/9/2-3
・ロシア（ウラジオストク）〈任期中5度目〉
�2017/9/6-9/8
・ロシア（ウラジオストク）〈任期中7度目〉
※東方経済フォーラム

②2013/2/21-2/24
•米国【1年ぶり】
㉕2014/9/22-9/26
・米国〈任期中３度目〉
※国連総会
㉛2015/4/26-5/3
・米国〈任期中４度目〉
※議会演説等
�2015/9/26-9/30
・米国〈任期中5度目〉
※国連総会
�2016/3/30-4/3
・米国〈任期中6度目〉
※核セキュリティ・サミット
�2016/12/26-28
・米国（ハワイ）
〈任期中9度目〉
�2017/2/9-13
・米国〈任期中10度目〉
�2017/9/18-22
・米国〈任期中11度目〉

⑲2014/4/29-5/8
•ドイツ【5年ぶり】
•英国〈任期中2度目〉
•ポルトガル【初】
•スペイン（サンディアゴ・デ・コンポステーラ）【11年ぶり】
•フランス【3年ぶり】
•ベルギー【3年ぶり】

㉑2014/6/3-6/7
•ベルギー〈任期中2度目〉
※Ｇ７首脳
•イタリア【5年ぶり】
•バチカン【5年ぶり】

㉒2014/7/6-7/12
•ＮＺ【12年ぶり】
•オーストラリア【７年ぶり】
•パプアニューギニア【29年ぶり】

㉓2014/7/25-8/2
•メキシコ【2年ぶり】
•トリニダード・トバゴ【初】
•コロンビア【初】
•チリ【10年ぶり】
•ブラジル【10年ぶり】

⑦2013/7/25-7/27
•マレーシア【6年ぶり】
•シンガポール【4年ぶり】
•フィリピン【6年ぶり】

㉚2015/04/21-4/23
・インドネシア
〈任期中3度目〉
※アジア・アフリカ会議
60周年記念首脳会議

⑫2013/10/28-10/30
•トルコ（イスタンブール）
〈任期中2度目〉
�2015/11/13-11/17
・トルコ（イスタンブール，
アンタルヤ）〈任期中3度目〉

�2015/9/30-10/2
•ジャマイカ【初】

�2015/10/31-11/2
•韓国【3年ぶり】

�2015/11/18-11/22
・フィリピン※APEC
〈任期中2度目〉
・マレーシア※ASEAN
〈任期中2度目〉

�2016/8/25-8/29
•シンガポール
〈任期中4度目〉
•ケニア【15年ぶり】
※TICADⅥ�2016/8/20-8/23

•ブラジル（リオデジャネイロ）
〈任期中2度目〉
※リオデジャネイロ五輪閉幕式

�2016/9/4-8
•中国〈任期中2度目〉
※G20サミット
•ラオス〈任期中2度目〉
※ASEAN関連首脳会議

③2013/3/30-3/31
•モンゴル【7年ぶり】
�2015/10/22
・モンゴル
�2016/7/14-16
・モンゴル

⑤2013/5/24-5/26
•ミャンマー【36年ぶり】

�2016/9/18-24
・米国〈任期中7度目〉
※国連総会
・キューバ【初】

�2016/11/17-11/23
•米国〈任期中8度目〉
•ペルー（APEC）【８年ぶり】
•アルゼンチン〈任期中2度目〉

�2017/1/12-1/17
•フィリピン
〈任期中3度目〉
•オーストラリア
〈任期中3度目〉
•インドネシア
〈任期中4度目〉
•ベトナム
〈任期中2度目〉

⑧2013/8/24-8/28
•バーレーン【初】
•クウェート【6年ぶり】
•ジブチ【初】
•カタール【6年ぶり】

㉔2014/9/6-9/8
•バングラデシュ【14年ぶり】
•スリランカ【24年ぶり】

�2017/3/19-3/22
•ドイツ〈任期中5度目〉
•フランス〈任期中4度目〉
•ベルギー〈任期中4度目〉
•イタリア〈任期中4度目〉

�2017/4/27-4/30
•ロシア（モスクワ）〈任期中6度目〉
•英国（ロンドン）〈任期中4度目〉

�2015/10/22-10/28
・トルクメニスタン【初】
・タジキスタン【初】
・ウズベキスタン【9年ぶり】
・キルギス【初】
・カザフスタン【9年ぶり】

④2013/4/28-5/3
•ロシア【1年ぶり】
•サウジアラビア【6年ぶり】
•アラブ首長国連邦【6年ぶり】
•トルコ【7年ぶり】

�2017/5/25-5/28
•イタリア（タオルミーナ）
※Ｇ７サミット
〈任期中5度目〉
・マルタ【初】

�2015/6/5-6/9
•ウクライナ【初】
・ドイツ（エルマウ）
※Ｇ７サミット
〈任期中3度目〉

�2016/5/1-5/7
・イタリア（フィレンツェ）〈任期中3度目〉
・フランス（パリ）〈任期中3度目〉
・ベルギー（ブリュッセル）〈任期中3度目〉
・ドイツ（ベルリン）〈任期中4度目〉
・英国（ロンドン）〈任期中3度目〉
・ロシア（ソチ）〈任期中4度目〉

⑩2013/9/23-9/27
•カナダ【7年ぶり】
•米国〈任期中２度目〉
※国連総会

�2017/7/5-7/11
・ベルギー（ブリュッセル）〈任期中5度目〉
※日ＥＵ定期首脳協議
・ドイツ〈任期中5度目〉
※G20サミット
・スウェーデン【11年ぶり】
・フィンランド【11年ぶり】
・デンマーク【15年ぶり】 �2015/11/29-12/2

•フランス〈任期中2度目〉
※COP21出席
・ルクセンブルク
【国際会議以外では初】

⑱2014/3/23-3/26
•オランダ（ハーグ）
【9年ぶり】
※核セキュリティ・
サミット

�2017/11/9-11/15
•ベトナム〈任期中3度目〉
※APEC首脳
•フィリピン〈任期中4度目〉
※ASEAN首脳

㉗2014/11/9-11/17
・中国【2年ぶり】
※APEC首脳
・ミャンマー〈任期中2度目〉
・オーストラリア〈任期中2度目〉

⑳2014/5/30-5/31
•シンガポール
〈任期中2度目〉
㉙2015/3/29-3/30
シンガポール
〈任期中3度目〉
①2013/1/16-1/18
•ベトナム【2年ぶり】
•タイ【4年ぶり】
•インドネシア【4年半ぶり】

⑮2014/1/21-1/23
•スイス【3年ぶり】
※ダボス会議

㉖2014/10/15-18
•イタリア（ミラノ）〈任期中2度目〉
※ASEM首脳

�2018/1/12-1/17
•エストニア【初】
•ラトビア【初】
•リトアニア【初】
•ブルガリア【初】
•セルビア【初】
•ルーマニア【初】

㉘2015/1/16-1/21
•エジプト【8年ぶり】
•ヨルダン【9年ぶり】
•イスラエル【9年ぶり】
•パレスチナ【9年ぶり】

▶▶ 河野外務大臣（及び岸田前外務大臣）の外国訪問実績等

外相往来のある国・地域
岸田前外務大臣訪問国・地域
先方外相訪日国・地域
河野外務大臣訪問国・地域

2018年1月29日現在

・外務大臣の外国訪問回数：73（岸田前外務大臣：59回、河野外務大臣：14回）
・訪問先数：62か国・地域（延べ124か国・地域）
・訪日外相数（会談）：109か国・地域（含EU）
・外務大臣の飛行距離：1,391,614Km【地球約34.80周】
（岸田前外務大臣：1,140,206Km，河野外務大臣：251,408Km）

②2013/1/18-20
・米国【3か月ぶり】
③2013/2/21-24
・米国〈任期中2度目〉
※安倍総理に同行
⑫2013/9/23-27
•米国〈任期中4度目〉
※国連総会
⑱2014/2/7-9
•米国〈任期中5度目〉
㉗2014/9/21-27
・米国〈任期中6度目〉
※国連総会
�2015/9/28-10/1
・米国〈任期中8度目〉
※国連総会
�2016/7/27-29
・米国〈任期中9度目〉
※国連安保理公開討論
�2016/9/18-23
・米国〈任期中10度目〉
※国連総会
�2016/12/26-28
・米国（ハワイ）
〈任期中11度目〉
�2017/2/9-13
・米国〈任期中12度目〉
�2017/7/16-19
・米国〈任期中14度目〉
※国連ハイレベル政治
フォーラム

⑤2013/4/8-4/11
•オランダ【4年ぶり】
※NPDI外相
•英国【半年ぶり】
※G8外相

⑦2013/6/8-6/10
•NZ【4年ぶり】

⑧2013/6/30-7/2
•ブルネイ
〈任期中2度目〉
※ASEAN外相

⑩2013/8/22-8/26
•ハンガリー【2年ぶり】
•ウクライナ【7年ぶり】

⑮2014/1/7-1/10
•スペイン【6年半ぶり】
•フランス【1年半ぶり】

⑰2014/2/1-2/2
•ドイツ（ミュンヘン）【1年半ぶり】
※ミュンヘン安保会議
㉖2014/9/8-9/10
・ドイツ（ベルリン）〈任期中2度目〉
㉛2015/4/13-16
・ドイツ（リューベック）〈任期中3度目〉
※G7外相
�2017/2/16-18
・ドイツ（ボン）〈任期中4度目〉
※G20外相

⑳2014/3/21-3/24
・ミャンマー【1年ぶり】
・バングラデシュ【8年ぶり】

⑨2013/7/24-7/26
•イスラエル【1年ぶり】
•パレスチナ【1年ぶり】
•ヨルダン【1年ぶり】

㉓2014/07/15-7/18
•キルギス【10年ぶり】
•ウクライナ〈任期中2度目〉

㉔2014/7/31-8/2
•ベトナム【2年ぶり】

㉘2014/11/7-11/9
・中国【2年ぶり】
※APEC閣僚会議

㉑2014/4/29-5/8
・デンマーク【29年ぶり】
•フランス〈任期中2度目〉
※OECD閣僚理事会
•カメルーン【初】
※TICAD閣僚会合

㉚2015/3/20-3/22
・韓国【3年半ぶり】
※日中韓外相会議
�2015/11/1-11/2
・韓国〈任期中２度目〉
※日中韓外相会議
�2015/12/28
・韓国〈任期中３度目〉

�2015/9/20-9/22
・ロシア【3年ぶり】

�2015/11/4-11/7
•ルクセンブルク【24年ぶり】
※ASEM

①2013/1/10-1/13
•フィリピン【6年ぶり】
•シンガポール【1年半ぶり】
•ブルネイ【7年半ぶり】
•オーストラリア【3年ぶり】
�2015/11/16-11/17
・フィリピン〈任期中2度目〉
�2015/11/20-11/23
・オーストラリア〈任期中2度目〉
�2016/8/10-8/12
・フィリピン〈任期中3度目〉

㉒2014/06/29-6/30
•カンボジア【２年ぶり】

�2016/2/12-2/14
•カナダ
•【国際会議以外では20年振り】

�2016/3/17-3/21
•イタリア【7年ぶり】
•バチカン【26年ぶり】
•フランス〈任期中4度目〉

⑭2013/11/9-11/12
•イラン【4年半ぶり】
•インド【1年半ぶり】
※ASEM外相
�2015/10/11-10/15
・イラン〈任期中２度目〉
・カタール【3年ぶり】

⑬2013/10/5-10/6
•インドネシア（バリ）【2年ぶり】
※APEC閣僚
⑲2014/2/28-3/2
•インドネシア〈任期中２度目〉
※CEAPAD閣僚会合

�2016/12/1-12/4
・ロシア【1年ぶり】

⑯2014/1/21-1/23
•スイス【10年半ぶり】
※「ジュネーブ2」会合

�2017/4/9-12
・イタリア（ルッカ）〈任期中2度目〉
※G7外相会合

�2017/4/27-5/2
・米国（ＮＹ）〈任期中13度目〉
※安保理閣僚級会合
・トルクメニスタン【初】
※「中央アジア＋日本」対話外相会合
・オーストリア（ウィーン）【14年ぶり】
※2020年NPT運用検討会議準備委員会

�2017/1/5-11
・フランス〈任期中5度目〉
・チェコ【16年ぶり】
・アイルランド【26年ぶり】

�2017/7/5-7
・ベルギー（ブリュッセル）
〈任期中2度目〉

�2016/4/29-5/6
・中国〈任期中2度目〉
・タイ【6年ぶり】
・ミャンマー〈任期中3度目〉
・ラオス【6年ぶり】
・ベトナム〈任期中2度目〉
�2016/7/24-27
・ラオス〈任期中2度目〉
※ASEAN外相

①2017/08/6-8/8
•フィリピン【1年ぶり】

②2017/08/16-8/19
•米国【1か月ぶり】
※日米2＋2
⑥2017/09/17-09/23
・米国〈任期中2度目〉
※国連総会

�2015/4/26-5/4
•米国〈任期中7度目〉
・キューバ【初】

③2017/08/23-8/27
•エチオピア【4年半ぶり】
•モザンビーク【初】
※TICAD閣僚会合

�2016/8/25-8/29
•シンガポール〈任期中2度目〉
•ケニア【37年ぶり】
※TICADⅥ
⑤2017/09/08-9/13
•カタール【2年ぶり】
•ヨルダン【4年ぶり】
•クウェート【11年ぶり】
•サウジアラビア【5年半ぶり】
•エジプト【5年ぶり】

④2017/09/06-9/07
•ロシア
※東方経済フォーラム
⑨201711/23-11/26
・ロシア

⑦2017/11/7-11/9
•ベトナム【1年半ぶり】
※APEC閣僚会議

�2015/08/5-8/6
•マレーシア【4年ぶり】

⑧2017/11/18-11/20
•バングラデシュ【3年半ぶり】

⑪2017/12/24-12/29
•イスラエル【4年半ぶり】
•パレスチナ【4年半ぶり】
•ヨルダン〈任期中2度目〉
•オマーン【27年ぶり】
•トルコ【5年半ぶり】

④2013/3/16-3/17
•エチオピア【10年半ぶり】
※TICAD閣僚級会合⑩2017/12/08-12/16

•バーレーン【初】
•アラブ首長国連邦【6年ぶり】
•フランス【1年ぶり】
•英国【3年ぶり】
•米国〈任期中3度目〉

⑬2018/1/11-1/17
•ミャンマー【1年半ぶり】
•アラブ首長国連邦〈任期中2度目〉
•カナダ【2年ぶり】

⑪2013/9/2-9/7
•ブラジル【2年ぶり】
•アルゼンチン【19年ぶり】
※IOC総会

㉙2015/1/15-1/22
・インド〈任期中2度目〉
•フランス〈任期中3度目〉
•ベルギー【9年ぶり】
•英国〈任期中2度目〉

⑫2018/1/3-1/7
•パキスタン【8年ぶり】
•スリランカ【15年ぶり】
•モルディブ【初】

⑥2013/4/29-5/4
•メキシコ【6年ぶり】
•ペルー【5年ぶり】
•パナマ【初】
•米国（ロサンゼルス）
【19年ぶり】

�2016/11/16-19
•ペルー【3年ぶり】
※APEC閣僚会合

⑭2018/1/27-1/29
・中国【2年ぶり】

㉕2014/8/8-8/13
・ミャンマー〈任期中２度目〉
・インドネシア〈任期中３度目〉
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頼・協力関係を築き、国際社会の安定と繁栄の
基盤を強化し、脅威の出現を未然に防ぐことが
重要である。この観点から、安倍政権発足以
降、日本政府は国際協調主義に基づく「積極的
平和主義」の立場から、地球儀を俯瞰する外交
を展開してきた。

安倍晋三内閣総理大臣はこれまで76か国・
地域（延べ135か国・地域）を訪問し、河野
太郎外務大臣は、2017年8月の就任以来、26
か国・地域（延べ31か国・地域）を訪問した

（2018年1月29日時点）。この結果、国際社会
における日本の存在感は着実に高まり、安倍総
理大臣と各国首脳、河野外務大臣と各国外相や
国際機関の長との個人的な信頼関係も深まって
いる。

2017年には、米国を始めとする幾つかの主
要国でリーダーが交代した。日本は国際社会の
安定勢力として、引き続き各国のリーダーと信
頼関係を築き、日本の国益を増進するととも
に、世界の平和と繁栄のため国際社会を主導し
ていく。

（2）日本外交の六つの重点分野
日本の国益を守り増進するため、①日米同盟

の強化及び同盟国・友好国のネットワーク化の
推進、②近隣諸国との関係強化、③経済外交の
推進、④地球規模課題への対応、⑤中東の平和
と安定への貢献及び⑥「自由で開かれたインド
太平洋戦略」を六つの重点分野として外交に取
り組んでいく。

【1　日米同盟の強化及び同盟国・友好国のネットワーク化】
日米同盟は、日本の外交・安全保障の基軸で

あり、地域と国際社会の平和と繁栄にも大きな
役割を果たしている。北朝鮮を始め、地域の安
全保障環境が一層厳しさを増す中で、日米同盟
の重要性はこれまで以上に高まっている。

2017年1月、ドナルド・トランプ氏が新たに
大統領に就任した。トランプ大統領が就任した
直後の2月、安倍総理大臣は米国を訪問し、日
米首脳会談を実施した。両首脳は、日米同盟及
び経済関係を一層強化するための強い決意を確
認する共同声明を発出した。また、11月、トラ

▶▶ 河野外務大臣の外国訪問実績等

外相往来のある国
河野外務大臣訪問国
先方外相訪日国 2018年1月29日現在

・外国訪問回数：14
・訪問先数：26か国・地域（延べ31か国・地域）
・訪日外相数（会談）：14か国
・飛行距離：251,408Km【地球約6.29周】

①2017/08/6-8/8
•フィリピン【1年ぶり】

②2017/08/16-8/19
•米国【1か月ぶり】
※日米2＋2
⑥2017/09/17-09/23
・米国〈任期中2度目〉
※国連総会

④2017/09/06-9/07
•ロシア
※東方経済フォーラム
⑨2017/11/23-26
・ロシア

⑦2017/11/7-11/9
•ベトナム【1年ぶり】
※APEC閣僚会議

⑩2017/12/08-12/16
•バーレーン【初】
•アラブ首長国連邦【6年ぶり】
•フランス【1年ぶり】
•英国【3年ぶり】
•米国〈任期中3度目〉

⑪2017/12/24-12/29
•イスラエル【4年半ぶり】
•パレスチナ【4年半ぶり】
•ヨルダン〈任期中2度目〉
•オマーン【27年ぶり】
•トルコ【5年半ぶり】

③2017/08/23-8/27
•エチオピア【4年半ぶり】
•モザンビーク【初】
※TICAD閣僚会合

⑫2018/1/3-1/7
•パキスタン【8年ぶり】
•スリランカ【15年ぶり】
•モルディブ【初】

⑤2017/09/08-9/13
•カタール【2年ぶり】
•ヨルダン【4年ぶり】
•クウェート【11年ぶり】
•サウジアラビア【5年半ぶり】
•エジプト【5年ぶり】

⑧2017/11/18-11/20
•バングラデシュ【3年半ぶり】

⑬2018/1/11-1/17
•ミャンマー【1年半ぶり】
•アラブ首長国連邦〈任期中2度目〉
•カナダ【2年ぶり】

⑭2018/1/27-1/29
・中国【2年ぶり】
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ンプ大統領が、同大統領の就任後初めてのアジ
ア歴訪における最初の訪問国として日本を訪問
した。両首脳は、北朝鮮問題に関し100％共に
あること、日米同盟に基づくプレゼンスを基盤と
する地域への米国のコミットメントは揺るぎない
ことを確認し、また、「自由で開かれたインド太
平洋戦略」を共に推進していくことで一致した。
さらに、両首脳は拉致被害者御家族と面会し、
拉致問題の早期解決に向けて、日米が緊密に協
力していくことを約束した。同訪問は、北朝鮮を
始め地域情勢が緊迫化する中で、日米同盟の揺
るぎない絆

きずな
を世界に向けて示す機会となった（特

集「トランプ大統領の訪日」69ページ参照）。
日本は、平和安全法制及び日米防衛協力のた

めの指針（ガイドライン）の下、米国との様々
な協議やメカニズムを通じて、平時から緊急事
態まで「切れ目のない」対応を実施してきてい
る。6月の日米拡大抑止協議、8月の「2＋2」
及びハイレベルの人的交流を通じ、安全保障・
防衛協力を引き続き推進し、同盟の抑止力・対
処力を一層強化していく。

沖縄を始めとする地元の負担軽減は政府の最
重要課題の一つである。7月には、普

ふ
天
てん

間
ま

飛行
場の東側沿いの土地（約4ヘクタール）の返還
が実現した。また、8月には、厚木飛行場から
岩国飛行場への空母艦載機の移駐が開始され
た。普天間飛行場の一日も早い辺

へ
野
の

古
こ

への移設
を始め、在日米軍の安定的な駐留のために、沖
縄を始めとする地元の負担軽減に引き続き全力
で取り組んでいく。

日米の経済分野での協力は、安全保障、人的
交流と並んで日米同盟を支える三要素の一つで
あり、2017年は新たな日米経済関係構築の契
機となる年となった。2月に行われた日米首脳
会談において、麻生太郎副総理大臣とペンス副
大統領を議長とする日米経済対話が立ち上げら
れ、4月に初回会合が東京において、10月に
第2回会合がワシントンDCにおいて開催され
た。日本企業による対米投資は、米国内の累積
直接投資額で英国に次いで第2位の約4,211億
米ドル（2016年）であり、日本企業の活動は
約86万人（2015年）の雇用創出をもたらし

ている（特集「日米経済対話」73ページ参照）。
また、日米同盟を基軸として、同盟国・有志

国との間で重層的な協力関係を強化し、同盟
ネットワークを構築していくことが重要との観
点から、日米豪・日米印の枠組みに加え、
2017年11月には、マニラ（フィリピン）で、
日米豪印の外交当局によるインド太平洋に関す
る局長級協議が行われ、インド太平洋における
法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序の確
保に向けた取組につき、議論が行われた。

【2　近隣諸国との関係強化】
日本を取り巻く環境を安定的なものにする上

で、近隣諸国との関係強化は重要な基礎となる。
日中関係は日中双方にとって、最も重要な二

国間関係の一つであり、世界第2、第3の経済
大国である日中両国は、北朝鮮問題を始めとす
る地域及び国際社会の諸課題に、肩を並べて共
に取り組んでいく責務を共有している。日中国
交正常化45周年に当たる2017年は、首脳・
外相を含むハイレベルの対話が活発に行われ、
関係改善の気運が大きく高まった年となった。
日中平和友好条約締結40周年に当たる2018
年も、引き続き、「戦略的互恵関係」の考え方
の下、大局的観点から、首脳往来の実現、国民
交流の促進、経済関係の強化等を進め、関係改
善の流れを加速させていくことが重要である。

同時に、東シナ海における中国による力を背
景とした一方的な現状変更の試みは断じて認め
られず、引き続き、関係国との連携を強化しつ
つ冷静かつ毅

き
然
ぜん

と対応するとともに、東シナ海
を「平和・協力・友好の海」とすべく、意思疎
通を強化していく。

良好な日韓関係は、アジア太平洋地域の平和
と安定にとって不可欠である。2017年5月に
文
ムンジェイン

在寅大統領が就任してからも、2017年には
首脳・外相レベルの意思疎通が頻繁に行われ
た。一方、2017年12月には、2015年の慰安
婦問題に関する日韓合意について検討する「慰
安婦合意検討タスクフォース」が報告書を発表
し、2018年1月には韓国政府が日韓合意につ
いての立場を発表した。韓国側が日本側に更な
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る措置を求めるというようなことは日本として
全く受け入れられるものではない。日本政府
は、韓国が「最終的かつ不可逆的」な解決を確
認した合意を着実に実施するよう引き続き強く
求めていく考えである。日韓間には困難な問題
も存在するが、これらを適切にマネージしつ
つ、日韓関係を未来志向で前に進めていくこと
が重要である。

ロシアとは、4回の首脳会談及び5回の外相
会談を始めとして、様々なレベルで緊密に対話
を積み重ねている。日露間の最大の懸案である
北方領土問題については、首脳間の合意を踏ま
えつつ、北方四島における共同経済活動の実現
に向けた取組を進めるとともに、元島民の方々
のための人道的措置等も実施していく。引き続
き、様々なレベルでの対話を積み重ねつつ、北
方四島の帰属の問題を解決して平和条約を締結
するとの基本方針の下、ロシアとの交渉に粘り
強く取り組んでいく。

北朝鮮による核実験や度重なる弾道ミサイル
発射は、これまでにない、重大かつ差し迫った
脅威となっており、断じて容認できるものでは
ない。日本としては、北朝鮮に政策を変えさせ
るため、米国、韓国と緊密に連携し、中国、ロ
シアを含む関係国と連携しながら、あらゆる手
段を通じて、北朝鮮に対する圧力を最大限まで
高めていく。こうした取組を通じて、拉致、
核、ミサイルといった諸懸案の包括的な解決を
目指していく。また、北朝鮮による拉致問題
は、日本の主権と国民の生命・安全に関わる重
大な問題であると同時に基本的人権の侵害とい
う国際社会全体の普遍的な問題である。日本と
しては、その解決を最重要課題と位置付け、米
国を始めとする関係国と緊密に連携しつつ、全
力を尽くしていく。

インドとは、9月の安倍総理大臣のインド訪
問時を含め3回の首脳会談が行われ、高速鉄道
計画の起工式典開催に見られるような高速鉄道
計画の着実な進展など二国間関係を大きく飛躍
させた。

オーストラリアとは、2018年1月のターン
ブル・オーストラリア首相の訪日や、2017年

1月の安倍総理大臣のオーストラリア訪問に見
られるように、基本的価値と戦略的利益を共有
する「特別な戦略的パートナーシップ」の下、
安全保障、経済、地域情勢等の幅広い分野で協
力及び連携を着実に強化している。

東南アジア諸国連合（ASEAN）の更なる統
合、繁栄及び安定は地域の平和と安定にとって
極めて重要である。日本はASEANの中心性及
び一体性を支持し、ASEAN及びASEAN各国
との関係を強化している。

欧州連合（EU）や北大西洋条約機構（NATO）
といった機関も活用しつつ、欧州との関係を重
層的に強化している。英国及びフランスとの間
で安全保障・防衛分野における協力も推進して
いる。また、太平洋島

とう
嶼
しょ

国との関係でも、太平
洋・島サミットプロセスを通じて関係をより一
層強化してきている。中央アジア・コーカサス、
中南米等との関係も強化している。

【3　経済外交の推進】
2017年、日本政府は、引き続き、①自由で

開かれた国際経済システムを強化するための
ルールメイキング、②官民連携の推進による日
本企業の海外展開支援及び③資源外交とインバ
ウンドの促進という三つの側面から経済外交を
進めた。

自由貿易の下で経済成長を遂げてきた日本に
とって、開放的でルールに基づく安定した国際
経済秩序を維持・発展させることは極めて重要
である。日本は、G7タオルミーナ・サミット

（イタリア）及びG20ハンブルク・サミット
（ドイツ）において、世界経済、貿易、過剰生
産能力問題への対応等につき、G7及びG20の
合意形成を主導した。また、保護主義の圧力が
高まる中、世界貿易機関（WTO）、アジア太
平洋経済協力（APEC）、経済協力開発機構

（OECD）等を通じて自由貿易や包摂的な成長
に関する議論をリードした。

自由貿易を推進する取組として、2016年2
月に署名された環太平洋パートナーシップ

（TPP）協定について、2017年1月に米国のト
ランプ政権がTPPからの離脱を表明したが、
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日本の主導により、2017年11月にベトナム・
ダナンにおいて11か国によるTPPの大筋合意
を達成し、2018年3月にチリ・サンティアゴ
で環太平洋パートナーシップに関する包括的及
び先進的な協定（TPP11協定）に署名した。
また、日EU経済連携協定（EPA）については、
2017年12月に交渉妥結した（特集「日EU経
済連携協定」214ページ参照）。これらの協定
の署名・発効を目指すとともに、今後も、東ア
ジア地域包括的経済連携（RCEP）、日中韓自
由貿易協定（FTA）等の交渉にも同時並行で
精力的に取り組み、自由で公正な21世紀型の
貿易・投資ルールを世界に広げていく。

新興国を始めとする海外の経済成長の勢いを
取り込み、日本経済の着実な成長を後押しする
ため、世界各国に設置している在外公館におい
て、日本企業からの相談対応、官民連携による
日本のインフラや技術の海外への売り込み、日
本産品のプロモーションイベント等を積極的に
実施し、日本企業の海外展開支援を行った。東
日本大震災・東京電力福島第一原子力発電所事
故を受けた輸入規制については、各国政府及び
広く一般市民等に対して、正確な情報を迅速に
発信するとともに、科学的根拠に基づき規制を
撤廃するよう働きかけてきている。また、政府
開発援助（ODA）を日本経済の成長につなげ
る観点から、ODA案件の日本企業による受注
の積極的な推進や、ODAを活用した中小企業
の海外展開事業等を実施しており、日本企業の
海外展開と相手国の経済社会開発の双方に資す
るウィン・ウィンの協力を実現している。

資源分野では、日本及び世界のエネルギー・
資源・食料の安全保障の強化に取り組んだ。
2017年7月には、世界のエネルギーの需給構
造に地殻変動ともいうべき大きな変化が起きて
いることを踏まえ、グローバルな課題の解決へ
の貢献を重視する新たなエネルギー・資源外交
のビジョンを打ち出した。また、2018年1月
には、再生可能エネルギーの重要性を踏まえた
外交を今後展開していくとの決意を表明した。

外国人観光客については、戦略的なビザ緩和
や日本の魅力の発信などを通じて訪日促進に努

めており、2017年の訪日外国人は2,869万人
に達した。

【4　地球規模課題への対応】
軍縮・不拡散、平和構築、持続可能な開発、

防災、環境・気候変動、人権、女性、法の支配
の確立といった課題は、日本を含む国際社会の
平和と安定及び繁栄に関わる問題である。これ
らの課題は、一国のみで対処できるものではな
く、国際社会が一致して対応する必要があり、
これらの課題への取組は「積極的平和主義」の
取組の重要な一部分となっている。

日本は、国際社会においても人権や自由・民
主主義を基本的価値として尊重し、脆弱な立場
に置かれた人々を大切にし、個々の人間が潜在
力を最大限いかせる社会を実現すべく、「人間の
安全保障」の考えの下、国際貢献を進めている。

〈国際平和協力の推進〉
日本は、国際協調主義に基づく「積極的平和

主義」の立場から国連平和維持活動（PKO）
を始めとする平和維持・平和構築分野での協力
を重視しており、1992年以来、計27の国連
PKOミッションなどに延べ約1万2,500人の
要員を派遣してきた。最近では国連南スーダン
共和国ミッション（UNMISS）に対し、2011
年から司令部要員を、2012年からは施設部隊
を派遣してきた。2017年5月をもって施設部
隊の活動は終了したが、UNMISS司令部にお
いては引き続き4人の司令部要員（陸上自衛官）
が活躍している。

〈テロ及び暴力的過激主義対策〉
拡大するテロ・暴力的過激主義の脅威に対

し、2016年に日本がG7伊勢志摩サミットに
おいて取りまとめた「テロ及び暴力的過激主義
対策に関するG7行動計画」に基づき、①テロ
対処能力向上、②テロの根本原因である暴力的
過激主義対策及び③穏健な社会構築を下支えす
る社会経済開発のための取組から成る総合的な
テロ対策強化に取り組んでいる。また、国際テ
ロ情報収集ユニットを通じた情報収集の更なる
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強化に努め、関係各国とテロ対策に関する協力
を強化している。これらと並行して、国際協力
事業関係者の安全対策を強化するとともに、日
本企業や日本人旅行者・留学生等を含め、在外
邦人の安全対策強化に取り組んでいる。

〈軍縮・不拡散への積極的取組〉
日本は、唯一の戦争被爆国として、「核兵器

のない世界」を目指し、国際社会の核軍縮・不
拡散に関する取組を主導していく使命を有して
いる。日本は、核兵器国と非核兵器国の双方が
参加し、国際的な軍縮不拡散体制の礎石となっ
ている核兵器不拡散条約（NPT）を重視して
いる。現実の安全保障上の脅威に適切に対処し
ながら、現実的かつ実践的な核軍縮措置に取り
組んでいる。

5月には、2020年NPT運用検討会議第1回
準備委員会に岸田文雄外務大臣が出席し、日本
の核廃絶に向けた道筋を表明した。9月には、
河野外務大臣が第10回包括的核実験禁止条約

（CTBT）発効促進会議に出席したほか、第9
回軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）外相
会合をドイツと共催した。その後、日本は国連
総会に核兵器廃絶決議案を提出し、幅広い支持
を得た。11月には、核軍縮の進展をめぐって
様々なアプローチを有する国々の間の信頼関係
を再構築し、核軍縮の実質的な進展に資する提
言を得るべく「核軍縮の実質的な進展のための
賢人会議」の第一回会合を広島で開催した。

〈国連等との連携強化と国連安保理改革〉
日本は、国連加盟国中最多となる11回目の国

連安保理非常任理事国に選出され、2016年か
ら2017年までの2年間、安保理非常任理事国
を務めた（特集「最多11回目の安保理非常任理
事国（任期を終えた総括）」168ページ参照）。

今日の課題に国連安保理がより効果的に対処
していくためには、21世紀の国際社会の現実
を踏まえた形での国連安保理の改革が引き続き
急務であり、日本の常任理事国入りを含む国連
安保理改革に力を入れている。また、日本が常
任理事国入りするまでの間、安保理非常任理事

国として国際社会の平和と安全の維持に貢献し
続けるために、2022年の安保理非常任理事国
選挙に立候補した。

さらに、日本は国連を始め国際機関が取り組
む課題に対して、財政的・政策的貢献に加え
て、日本人職員の活躍を通じた人的貢献を行っ
てきており、邦人職員の増員・昇進にも努めて
いく。

〈法の支配の強化の積極的取組〉
「海における法の支配の三原則」に基づき、

「自由で開かれ安定した海洋」の維持・発展に
取り組んでいる。また、航行・上空飛行の自由
の普及・定着に向けた取組、ソマリア沖・アデ
ン湾における海賊対策及びアジア海賊対策協定

（ReCAAP）情報共有センターへの支援等を通
じたシーレーンの安全確保のための取組、サイ
バー空間及び宇宙空間における法の支配の強化
のための国際的なルール作りや北極をめぐる法
の支配の強化を含む国際社会の努力に積極的に
参加し、各国との協力を強化している。

〈人権〉
人権や自由、民主主義は基本的価値であり、

その保護・促進は国際社会の平和と安定の礎で
ある。日本はこの分野において、世界の人権状
況の改善に向けた取組、二国間での対話や国連
など多数国間のフォーラムへの積極的な参加、
国連人権メカニズムとの建設的な対話等の取組
を行っている。

〈女性が輝く社会〉
7月に開催されたG20ハンブルク・サミッ

ト（ドイツ）において、世界銀行（世銀）と参
加13か国により女性起業家資金イニシアティ
ブ（We-Fi）が立ち上げられ、日本は同基金
に5,000万米ドルの拠出を行う意図を表明し
た。11月 に は4回 目 と な る 国 際 女 性 会 議
WAW!（World Assembly for Women）を
開催し、各国及び国際機関から女性分野で活躍
するリーダーが集まった。議論された内容は

「WAW! 2017東京宣言」と題した提言として
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取りまとめられた。

〈開発協力大綱とODAの活用〉
2015年2月に閣議決定された開発協力大綱

の下、国際社会の平和、安定及び繁栄並びにそ
れを通じた日本の国益確保に取り組むべく、日
本企業の海外展開と相手国の経済社会開発の双
方に資する形で、引き続き積極的かつ戦略的な
ODAの活用に努めている。

〈TICAD Ⅵ〉
日本は、1993年以来、アフリカ開発会議

（TICAD）を通じてアフリカの開発支援に取
り組んできた。2017年8月には、河野外務大
臣の出席の下（共同議長）、マプト（モザン
ビーク）においてTICAD閣僚会合を開催し、
TICAD V及びVIで表明した取組の進捗状況
を確認した。

〈質の高いインフラ〉
インフラ整備が開発途上国の「質の高い成

長」に資するものとなるべきとの考えの下、
2016年のG7伊勢志摩サミットで採択された

「質の高いインフラ投資の推進のためのG7伊
勢志摩原則」を踏まえ、ライフサイクルコスト
から見た経済性及び安全性、現地雇用及び技術
移転、社会・環境面への配慮、被援助国の財務
健全性を始めとする経済・開発戦略との整合
性、効果的な資金動員に加え、インフラの開放
性・透明性が確保された「質の高いインフラ」
の整備を推進している。この「質の高いインフ
ラ」の概念を広く国際社会に普及させるべく、
4月にはOECD開発センター及び東アジア・
アセアン経済研究センター（ERIA）との共催
で「第1回アジア経済フォーラム」を、9月に
はEU及び国連と共催で「質の高いインフラ投
資の推進に係るサイドイベント」を、それぞれ
実施した。

〈2030アジェンダとSDGs〉
2015年9月に採択された「持続可能な開発

のための2030アジェンダ（2030アジェンダ）」

は、全ての国が実施に取り組むとされる「持続
可能な開発目標（SDGs）」を掲げている。
2017年7月には、国連ハイレベル政治フォーラ
ム（HLPF）に岸田外務大臣が出席し、官民パー
トナーシップによるSDGsの取組やSDGsに関
する国際協力を発信した。また、12月に開催し
た第4回SDGs推進本部会合において、日本の

「SDGsモデル」を世界に発信することを目指
し、その方向性や主要な取組を盛り込んだ

「SDGsアクションプラン2018」を決定した。

〈国際保健〉
「人間の安全保障」の考えを具現化する上で

保健分野は重要な位置を占める。2015年9月
に決定された「平和と健康のための基本方針」
の下、日本は、公衆衛生危機への対応能力強化
や危機対応に資するユニバーサル・ヘルス・カ
バレッジ（UHC：全ての人が生涯を通じて必
要な時に基礎的な保健サービスを負担可能な費
用で受けられること）の推進を始めとする保健
システム強化等に取り組んでいる。12月には、
各国の政府高官や国際機関等の代表、国際保健
の 専 門 家 の 参 加 を 得 て「UHCフ ォ ー ラ ム
2017」を東京で開催し、感染症等の公衆衛生
危機にも資するUHC強化の重要性と同分野に
おける日本のリーダーシップを国際社会に印象
付けた（特集「UHCフォーラム2017」198
ページ参照）。

〈気候変動〉
パリ協定は先進国・途上国の区別なく温室効

果ガス排出削減に向けて自国の決定する目標を
提出し、目標達成のための取組を実施すること
を規定した公平かつ実効的な枠組みである。同
協定の実施指針を2018年に採択すべく交渉が
行われているところ、日本は、2017年11月
にドイツで行われた国連気候変動枠組条約第
23回締約国会議（COP23）等において、積極
的に議論に参加している。

〈科学技術の外交への活用〉
科学技術は、平和と繁栄の基盤的要素であ
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り、外務省は、二国間及び多国間の枠組みを活
用しながら、科学技術の力を外交に活用する取
組を進めている。外務大臣科学技術顧問は、自
らが座長を務める科学技術外交推進会議を通じ
国内の知見を集めつつ、外務大臣及び関係部局
への助言や海外での発信・ネットワーク拡充を
進めている。5月には、同会議の下でSDGs実
施に向けた「未来への提言」を取りまとめ、岸
田外務大臣に提出した。

【5　中東の平和と安定への貢献】
中東・北アフリカ地域は、地政学上の要衝に

位置するとともに、原油、天然ガスなどのエネ
ルギー資源を世界に供給する重要な地域でもあ
る。一方、この地域はISILなどの暴力的過激
主義、難民問題等、同地域を不安定化させる
様々な課題を抱えている。同地域の平和と安定
を実現することは、日本を含む世界全体にとっ
て極めて重要であり、国際社会はそれら課題の
解決に向けて取り組んでいる。

日本は、国際社会と連携し、人道支援、安定
化支援や中長期的な観点からの開発協力等を実
施するとともに、各国に対して同地域の安定の
実現に向けた建設的役割を働きかけている。
2017年9月には、第一回日アラブ政治対話を
エジプトで開催し、これまでの日本の実績を踏
まえ、対中東政策の基本方針として「河野四箇
条」（①知的・人的貢献、②「人」への投資、
③息の長い取組及び④政治的取組の強化）を打
ち出した。

【6　「自由で開かれたインド太平洋戦略」の推進】
法の支配に基づく自由で開かれた海洋秩序

は、国際社会の安定と繁栄の礎である。特に、
アジア太平洋からインド洋を経て中東・アフリ
カに至るインド太平洋地域は、世界人口の半数
以上を擁する世界の活力の中核である。インド
太平洋地域の自由で開かれた海洋秩序を「国際
公共財」として維持・強化することは、この地
域のいずれの国にも分け隔てなく安定と繁栄を
もたらすものである。

この戦略を具体的に推進するため、①航行の

自由、法の支配・自由貿易等の普及・定着、②
国際スタンダードにのっとった「質の高いイン
フラ」整備等を通じた連結性の強化などによる
経済的繁栄の追求及び③海上法執行能力の向上
支援、海賊対策、防災、不拡散などを含む平和
と安定のための取組を進めている。

2017年、日本は9月の安倍総理大臣のイン
ド訪問や同11月のトランプ米国大統領訪日、
2018年1月のターンブル・オーストラリア首
相の訪日など、関係国との間に自由で開かれた
インド太平洋を実現するために連携、協力を進
めていくことで一致した（特集「自由で開かれ
たインド太平洋戦略」13ページ参照）。

（3）対外発信と外交実施体制の強化
【対外発信】

外交政策を展開していく上では、国内及び国
際社会における日本の政策・取組についての理
解と支持が必要不可欠である。また、文化や食
といった日本の様々な魅力の積極的発信は、国
際社会での対日理解の増進に資するとともに、
観光や輸出等の経済面でも重要である。特に地
方の魅力の発信については、「地方から世界へ」
地方の魅力を発信し、また「世界から地方へ」
多くの外国人観光客、対内投資などを誘致する
よう、外務省としても取り組んできている。

2017年も、これら国内外への発信を外務省
ホームページやソーシャルメディアを含め様々
な方法を活用しつつ実施した。また、日本の魅
力をオールジャパンで発信していく「ジャパ
ン・ハウス」の創設を進めており、4月にブラ
ジル・サンパウロで開館、12月に米国・ロサ
ンゼルスで一部先行開館し、英国・ロンドンで
も開館を準備している。

【外交実施体制の強化】
多岐にわたる外交課題が山積する中、外交の

実施を支える足腰を強固にすべく、外務省は総
合的な外交実施体制の強化に引き続き取り組ん
でいる。更なる合理化のための努力を行いつ
つ、量と質の両面で在外公館及び人員体制の整
備に努めていく。
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自由で開かれたインド太平洋戦略

法の支配に基づく自由で開かれた海洋秩序は、国際社会の安定と繁栄の礎です。特に、アジア太
平洋からインド洋を経て中東・アフリカに至るインド太平洋地域は、世界人口の半数以上を養う世
界の活力の中核です。安倍総理大臣は、2007年にインド国会において、インド洋と太平洋の「二
つの海の交わり」に関する演説を行うなど、かねてから自由で開かれたインド太平洋の重要性を強
調してきました。こうした考え方を2016年8月のTICADⅥの場で改めて提唱したものが「自由で
開かれたインド太平洋戦略」です。
インド太平洋地域の海洋秩序は、海賊、テロ、大量破壊兵器の拡散、自然災害、違法操業などの

様々な脅威に晒
さら
されています。こうした脅威を取り除くとともに、国際スタンダードにのっとった

「質の高いインフラ」整備等により域内の連結性を高めることなどを通じて、インド太平洋地域にお
ける法の支配に基づく自由で開かれた海洋秩序を維持・強化することにより、この地域をいずれの
国にも分け隔てなく安定と繁栄をもたらす「国際公共財」とすべく、日本は「自由で開かれたイン
ド太平洋戦略」を推進しています。
具体的には、①航行の自由、法の支配などの普及・定着、②国際スタンダードにのっとった「質

の高いインフラ」整備等を通じた連結性の強化などによる経済的繁栄の追求、③海上法執行能力の
向上支援、防災、不拡散などを含む平和と安定のための取組を進めていきます。こうした考え方に
賛同してもらえるのであれば、日本は、いずれの国とも自由で開かれたインド太平洋の実現に向け
て協力していけるものと考えています。
「自由で開かれたインド太平洋戦略」については、多くの国から賛同を得ています。例えば、
2017年9月の安倍総理大臣のインド訪問に際しては、モディ首相との間で、日本の「自由で開かれ
たインド太平洋戦略」とインドの「アクト・イースト政策」を一層連携させ、地域の連結性の強化
や海洋安全保障分野での協力を始
めとする具体的な協力を深化させ
ていくことで一致しました。また、
同年11月のトランプ米国大統領訪
日に際しては、日本が主導する形
で、日米両国が共同で「自由で開
かれたインド太平洋戦略」を推進
することで一致しました。今後と
も、関係国と緊密に連携しながら
重層的な協力関係を築き、自由で
開かれたインド太平洋の実現に向
けた取組を一層具体化していく考
えです。

特　集

トランプ米国大統領訪日時の共同記者会見（11月6日、東京　写真提供：内閣広
報室）
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ASEAN連結性南アジア
⻄・南部連結性

デリー・ムンバイ
産業⼤動脈構想 / 
貨物専⽤鉄道

東⻄経済回廊

南部経済回廊

ナカラ回廊

ヤンゴン・マンダレー
鉄道整備

太平洋

インド洋

トアマシナ

モンバサ

ジブチ コロンボ

ムンバイ

ナカラ

ティラワ
ドゥクム

ダナン

ホーチミン

モンバサ・北部回廊

ベンガル湾産業成⻑
地帯（BIG‐B構想）

ダウェー
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